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令和４年５月16日（月曜日）

午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．国のデジタル化の動向と本県の取組につ

いて

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出 席 委 員（10人）

委 員 長 安 田 厚 生

副 委 員 長 太 田 清 海

委 員 星 原 透

委 員 原 正 三蓬

委 員 濵 砂 守

委 員 西 村 賢

委 員 日 髙 利 夫

委 員 満 行 潤 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員

委 員 日 髙 陽 一

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

総合政策部次長 川 北 正 文
（政策推進担当）

総合政策部次長
殿 所 大 明

（ 県 民 生 活 ･ 文 化 祭 担 当 ）

総 合 政 策 課 長 津 田 君 彦

産 業 政 策 課 長 大 野 正 幸

デジタル推進課長 甲 斐 慎一郎

総務部

人 事 課
壱 岐 さおり

行政改革推進室長

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 田 代 篤 生

政策調査課主査 澤 田 彩 子

それでは、ただいまからデジタ○安田委員長

ル化推進対策特別委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてであります。

委員の皆様の座席順といたしましては、ただ

いま御着席のとおりに決定してよろしいでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

、 、次に 本委員会の日程についてでありますが

お手元に配付の日程（案）を御覧ください。

４、概要説明といたしまして、執行部からは

総合政策部、総務部に出席をいただきます。

執行部への質疑後に５、協議事項といたしま

して、委員会の調査事項、調査活動方針・計画

などについて御協議いただきたいと思います。

このように進めてよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

暫時休憩いたします。
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午前10時０分休憩

午前10時０分再開

それでは、委員会を再開いたし○安田委員長

ます。

、 。総合政策部 総務部においでいただきました

初めに、一言御挨拶を申します。

私は、特別委員会委員長に選任されました安

。 。田厚生と申します よろしくお願いいたします

私ども11名が臨時会で委員として選任され、今

後１年間、調査活動を実施していくことになり

ました。当委員会の担う課題の解決に努力して

まいりたいと思いますので御協力をお願いいた

します。

次に、委員の紹介をいたします。

最初に、私の隣が延岡市選出の太田清海副委

員長です。

続きまして、皆様から見て左側から都城市選

出の星原透委員です。

西都市・西米良村選出の濵砂守委員です。

日向市選出の西村賢委員です。

東諸県郡選出の日髙利夫委員です。

続きまして、皆様から見て右側、北諸県郡選

出の 原正三委員です。蓬

都城市選出の満行潤一委員です。

延岡市選出の河野哲也委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

なお、宮崎市選出の日髙陽一委員が当委員会

の委員になっておりますが、本日は欠席となっ

ております。

以上で、委員の紹介を終わります。執行部の

皆様の紹介につきましては、お手元に配付の配

席表に代えさせていただきたいと思います。

それでは、概要説明をお願いいたします。

総合政策部長の松浦でご○松浦総合政策部長

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

デジタル化と申しますと、コロナの関係もあ

りまして、リモートワークでありますとかリモ

ート会議、それから分野によっては無人農業、

遠隔事業、遠隔診療、そういったものが社会の

中に出てきているという状況がございます。そ

ういったものに取り組んでおられる分野という

のは様々ありますけれども、我々、一般の暮ら

しの中でそういったものが、かなり使われてい

るというところまではないのではないかと思っ

ております。そういったものを、日々の暮らし

の中で感じておられる県民の皆様は、そう多く

ないのではないかと思っております。

その一方で、これから人口が減少していくと

いう中で、産業あるいはその暮らしといったも

のを維持していく、あるいは発展させていくと

いうことを考えた場合に、社会全体がこういっ

た技術というものを活用していく必要があるだ

ろうと考えておりますし、そういう社会の変化

が起きて来ざるを得ないのではないのかと考え

ております。そういうことを考えた場合に、た

くさんやらなければならないことがあるのだろ

うと思いますけれども、目指す姿、それから今

ある現状といったものの開きがかなり大きいの

ではないかと思っております。

そして、そこを埋めていくという作業が、こ

れからの我々、行政の役割でもあると思ってお

ります。もちろん、手探りでやっていかなけれ

ばならないものもたくさんあると思っておりま

すので、市町村、また民間事業者も含めてみん

なで考えながら試してみて、改善をしていくと

。いうような作業も必要になってくると思います

委員の皆様におかれましても、できればお知

恵をいただき、一緒に考えていただきながら、

それをどのように進めていこうかというところ
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を、我々としてもまとめていければと思ってお

りますので、１年間どうぞよろしくお願いいた

します。

本日の説明事項でございますけれども、お手

元の委員会資料を御覧ください。

表紙の下のところに目次がございます。本日

は国のデジタル化の動向と本県の取組について

担当課長のほうから御説明をいたします。

私からの説明は、以上でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。

デジタル推進課でご○甲斐デジタル推進課長

ざいます。

本日は、国のデジタル化の動向と本県の取組

。について御説明させていただきたいと思います

デジタル化につきましては、その技術革新に

伴いまして高度な技術が比較的安価に導入でき

る環境となったことから、世界的にその社会実

装が進んでおります。また、日本におきまして

も急速な人口減少が進む中、社会の仕組みを維

持・発展させていくために必要不可欠な流れに

なっていると考えております。

まず、デジタル化の取組につきまして、具体

的にイメージいただくために、別添資料から御

説明したいと思います。このカラー刷りの資料

のほうから御覧いただきたいと思います。

別添資料の１ページでございます。

こちらは、令和４年４月４日に開催されまし

た国の第６回デジタル田園都市国家構想実現会

議において、デジタル庁の牧島大臣が説明され

た公表資料の一部でございます。

日々の暮らしの中で、人は教育や医療・介護

・仕事など様々な局面で多様な課題に直面いた

します。その課題解決の手段といたしまして、

社会全体でデジタル技術を用いたサービス提供

が進められることにより、多様なニーズや価値

観の充足を図ることが期待されております。

この図では、左側が出生、右側が終末期とい

う人生のあらゆる場面において、今後、様々な

サービスの提供がデジタルによって変わってい

くイメージを、例示として表しているものでご

ざいます。

一番左側にあります子育てワンストップを例

にとりますと、多忙のため平日の昼間に役所の

窓口へ出向くことが困難な方が、児童手当の認

定請求といった子育てなどに関する手続を、24

時間365日、自分の都合のよいタイミングでスマ

ートフォンなどからスムーズに申請できるよう

に、マイナンバーを活用したオンラインでの申

請受付などが想定されております。この子育て

ワンストップにつきましては、既に県内の一部

の自治体でも運用が始まっておりますが、なか

なかうまくいったりいかなかったりということ

も聞いていますので、これは段階的に定着させ

ていくものだと考えております。

また、教育や生活の利便性、防災、介護など

様々な場面でＡＩや遠隔操作、データ連携など

の技術を用いることで、いつでもどこからでも

個人が最適なサービスを享受し、ニーズ、価値

観の充足を目指すこと、それから暮らしを巡る

全ての局面においてデジタル・ビジネスのチャ

ンスがあるとして、その実現を図ることが想定

されているものでございます。

資料をめくっていただきまして２ページを御

覧ください。

こちらは、少子高齢化などの地域の様々な社

会課題解決のため、新産業の創出によって希望

がかない、魅力的なまちづくりを目指すための

道筋が示されております。

左側の第１段階（ＳＴＥＰ１）としては、地

域の社会課題を解決するため、人材を呼び込む
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ための施策を強化し、密度の濃い空間に人材を

集めることで新たな技術の創出や活用を図り、

地域や都市部からの「人の流れを作る」ことが

期待されております。

例えば、以前、みやぎん経済研究所の研究員

でいらっしゃいました杉山智行氏が宮崎大学に

転出されましたけれども、やはりデータ分析に

興味関心の高い学生がゼミ生として集まってき

ているという話を伺っております。このような

専門人材の流れを、いろんな分野で、より太く

していく必要があるのではないかと考えており

ます。

第２段階（ＳＴＥＰ２）としましては、国や

企業などから資金を集め、産学官などが一体と

なって進める具体的なプロジェクトをつくって

いくこと。

そして、第３段階（ＳＴＥＰ３）として、各

プロジェクトを持続可能なものとするため、新

産業として育て 「しごとを作る」取組へとつな、

いで、右端、Ｗｅｌｌ─Ｂｅｉｎｇ 一人一─

人の希望がかなうまちづくりへとつなげていく

とされております。

この第２・第３の段階では、単一のサービス

ではなくて、サービスやデータ連携によって専

門性の高い仕事を創出し、持続可能性を高める

ことがイメージされております。

例えば、農業分野におきまして、現場で気候

や土壌など多数のデータを分析して、効率的に

高品質な農産物を生産するためのノウハウを提

供するというビジネスができることで、いろん

な農家の方のニーズに応えていくということが

あります。また、介護分野において、夜間当直

の負担を軽減するために見守るセンサーを開発

して、いろんな事業所が負担を軽減するといっ

たものは、社会課題からビジネスが生まれた例

だと考えております。

この右端にあります魅力的なまちづくりにつ

ながる流れをつくる、そのためにもそういった

人材をつくる、集めるところからしっかり流れ

をつくっていくことが重要ではないかと考えて

おります。

３ページを御覧ください。

住民に身近な行政を担う市町村の役割は極め

て重要でありますことから、国は令和２年12月

に自治体ＤＸ推進計画を策定しまして、主に市

町村が取り組むべき重点取組事項や、国の具体

的な支援・取組について示しております。

まずは、行政手続のオンライン化の取組につ

いてであります。

これは、主に住民がマイナンバーカードを用

いて申請することが想定されている子育て、介

護、被災者支援の行政手続につきまして、国が

整備するオンライン窓口であるマイナポータル

により、今年度末までにオンラインでの手続を

可能とすること、マイナポータルと自治体の基

幹となる情報システムとの接続について支援す

ることなどが示されております。

次に、その下の情報システムの標準化・共通

化の取組についてであります。

住民基本台帳、各種の税、年金、健康保険、

医療や介護などの基幹的な情報システムについ

、 、て 全国共通化を進めることとしておりまして

市町村には2025年度までに標準仕様に準拠した

システムへ移行することを求めております。

今年度中には、対象となる全ての業務におい

て、全国共通となる標準仕様の公表も予定され

ているところでございます。

このほか、一番下の段ですけれども、マイナ

ンバーカードの普及促進、ＡＩ、ＲＰＡの利用

促進、テレワークの推進、セキュリティー対策



- 5 -

令和４年５月16日（月曜日）

。の徹底などが重点取組として示されております

県には、こういった市町村の取組の着実な推

進、デジタル技術導入に向けた人材確保への支

援が求められておりまして、引き続き国と連携

しながら市町村の実情に応じた支援に取り組ん

でいきたいと考えております。

以上が、おおよその全体像であります。

委員会資料のほうに戻っていただきまして、

資料の１ページを御覧ください。

デジタル社会形成に向けた国の動きにつきま

して （１）デジタル社会形成基本法について御、

説明いたします。

アの概要にありますように、繰り返しになり

ますが、急速な少子高齢化の進展など国全体が

様々な課題に直面する中で、経済の持続的な発

展や国民の幸福な生活の実現のために、先端的

な技術をはじめとする情報通信技術を用いまし

て、多様かつ大量のデータを適正かつ効率的に

活用し、あらゆる分野で創造的かつ活力のある

発展につなげるというデジタル社会の実現は、

極めて重要であるとされております。

このため、デジタル化の基本方針やデジタル

庁の設置並びに重点計画の策定などについて定

めたデジタル社会形成基本法が、令和３年９月

に施行されました。この中で、地方公共団体は

デジタル社会の形成に関して国との適切な役割

分担を踏まえて、地域の特性を生かした自主的

な施策を策定し、実施することが責務となって

おります。

イの基本方針としまして、デジタル社会の形

成に関する施策の策定に当たり、多様な主体に

よる情報の円滑な流通の確保 アクセシビリティ、

の確保、人材の育成などのために必要な措置が

講じられるべき旨が規定されております。

また、ウにありますように、デジタル庁設置

法により、内閣にデジタル庁が設置されること

や、政府がデジタル社会の形成に関する重点計

画を作成することが盛り込まれております。

２ページを御覧ください。

（２）のデジタル庁についてであります。

設置は令和３年９月１日であります。

発足時の体制は、職員約400名であり、内閣総

理大臣、デジタル大臣の下で戦略・組織、デジ

タル社会共通機能、国民向けサービス、省庁業

務サービスの４グループで組織され、デジタル

社会の形成のための企画立案や総合調整を所管

しております。

なお、発足時には民間職員を約200名配置した

、 、ほか 一般職員等も随時増員をしておりまして

この４月には全体で約730名の体制へと強化を

図っているところでございます。

ウの重点計画につきましては、令和３年12月

に閣議決定されておりまして、政府が迅速かつ

重点的に実施すべき施策として、デジタル田園

都市国家構想などに取り組むことが明示されて

おります。

この重点計画が目指す姿は、デジタルの活用

により、一人一人のニーズに合ったサービスを

選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会

、 「 」であり 理念としては 誰一人取り残されない

とされています。

また、デジタル社会を形成するための10原則

や行政サービスのオンライン化実施の３原則な

どが示され、基本的な考え方が整理されている

ところでございます。

３ページをお開きください。

その他、行政サービスの利用者の利便性向上

及び行政運営効率化のための業務改革の実施、

デジタル化の効果を最大限に発揮するための規

。則改革を推進することなどが示されております
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４ページでございます。

２の本県の取組についてであります。

（１）宮崎県情報化推進計画でございます。

アの概要ですけれども、コロナ禍で浮き彫り

、になった課題の解決や国のデジタル庁創設など

デジタル社会の実現に向けた国の動きが一層加

速化する中で、本県における少子高齢化や人口

減少など様々な課題に対応するためにも、デジ

タル化が急務となっております。

このため、令和３年度を「みやざきデジタル

化元年」と位置づけ、本県におけるデジタル化

施策の方向性を示す計画を、令和３年３月に策

定したところであります。

、 、イの取組期間は 令和６年度までの４年間で

デジタル化の急速な進展等に伴う社会情勢の変

化に対応するため、中間となる今年度末での見

直しを予定しているところでございます。

、ウの基本目標と施策の基本方向としましては

県民誰もが輝き、安全・安心で豊かさを実感で

きる人間中心のデジタル社会の実現としており

まして、施策の基本的方向として資料４ページ

から５ページに示しております３つの柱を立て

ているところでございます。

１つ目の柱でございますけれども、行政分野

につきましては、県民本位のデジタル・ガバメ

ントの推進としておりまして、オンライン化な

どによる行政サービスの向上や、ＡＩ─ＯＣＲ

やＲＰＡの活用などによる行政事務の効率化の

推進、情報システムの標準化・共通化に伴う国

や市町村との連携に取り組むこととしておりま

す。

５ページを御覧ください。

２つ目の柱は、暮らしや産業分野について安

全・安心で心豊かな暮らしの確保と付加価値の

高い産業の振興を目指しまして、医療現場や介

護現場でのデジタル活用や、オンラインを活用

した教育などによる暮らしの向上と教育文化の

振興、スマート農林水産業の推進などによる地

域産業の振興、新たな情報通信基盤を活用する

ことなどによります中山間地域の利便性の向上

に取り組むこととしております。

３つ目の柱が情報基盤と人材につきまして、

デジタル社会を支える情報環境の整備充実を進

め、５Ｇ等の情報通信基盤の整備促進、ＩＣＴ

技術者等の情報化を担う人材の育成・確保、県

民の情報リテラシー向上や相談支援などによる

県民誰もが利用できる環境の確保に取り組むこ

ととしております。

エの推進体制につきましては、全庁的な取組

をさらに進めるため、昨年度、知事をトップと

、する宮崎県デジタル化推進本部を新設したほか

、官民で構成する宮崎県デジタル社会推進協議会

宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会とも連携を図

りながら、県全体のデジタル化を進めていくこ

ととしております。

また、実務につきましては、デジタル推進本

「 」、「 」、部の中に デジタル・ガバメント 地域産業

「暮らしと教育・文化 「情報環境」の４つの」、

部会を設けて分野別に進めるとしたところでご

ざいます。

６ページを御覧ください。

（２）令和３年度及び令和４年度の主な取組

についてであります。

この下にありますように令和３年度は、４月

と10月の２回、デジタル化推進本部会議を開催

しまして、今後の計画の推進などについての協

議を進めました。

また、今年度は４月28日に本部会議を開催し

まして、昨年度における４部会の取組報告の確

認があったところでございます。
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イの４部会につきまして、それぞれの施策の

方向性等を調整しながら、記載しておりますよ

うな点について議論をしているところでござい

ます。特に４部会の活動及び取組の共通する事

項として、行政をはじめとする各分野におきま

して、デジタル人材の育成や確保が重要なポイ

ントだろうという意見が出ているところでござ

います。

７ページをお開きください。

（３）公務の効率化に向けたＩＣＴ活用の取

組状況についてであります。

、県は多様化する県民サービスに的確に対応し

質の高い行政サービスの提供が求められている

ことや、職員一人一人が能力を十分に発揮でき

るようにワーク・ライフ・バランスを確保する

ため、公務能率の向上や職員の意識改革に努め

ながら、ＩＣＴ利活用の取組を進めているとこ

ろでございます。

まず、ア、ＩＣＴを活用した業務環境の整備

につきましては、テレワーク環境の整備としま

して、令和２年度より庁外から業務が行えるよ

うにテレワーク用パソコンの配備をし、昨年度

からは個人所有のパソコンでもテレワークが実

施できるよう、自治体テレワークシステムを導

入しております。今後、運用を拡大していくこ

ととしているところでございます。

また Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓを使っ、

たオンライン・コミュニケーションも導入して

おりまして、出張時の業務報告等や各種会議の

オンラインでの実施に活用しているところでご

ざいます。

また、会議等の音声データをＡＩによって自

動で文字データ化する会議録作成支援システム

によりまして、昨年度は約4,200時間の業務負担

の軽減を図っているところでございます。

次に、エ、ＲＰＡ・ＡＩ─ＯＣＲの導入につ

いてでございますけれども、７ページから８ペ

ージにかけて記載しておりますように、入力な

どの定型的な事務作業を自動化するソフトウェ

アロボットシステム（ＲＰＡ）や、手書きで書

かれた書面を高精度の文字認識により電子化す

（ ） 、るシステム ＡＩ─ＯＣＲ を導入することで

、新型コロナ特設サイトの掲載情報更新業務など

庁内44の業務で約4,800時間の業務効率化につな

げております。

特に、新型コロナ感染症の対策業務につきま

しては、業務量が急増している状況を踏まえま

して、デジタル化による業務負担のさらなる軽

減のため、デジタル活用サポートチームを立ち

上げて、各保健所の支援についても実施をして

いるところでございます。

誰一人取り残さず、将来にわたって活力が持

続される地域づくりの推進のため、社会全体の

デジタル化の実現に向けた取組をさらに加速化

させてまいりたいと考えております。

説明は、以上であります。

ただいま執行部の説明が終わり○安田委員長

ました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお

願いいたします。

デジタルという言葉は近年なので○満行委員

すが、二十数年前から電子県庁という国策を進

めようということで、行政サービスをいかに電

子化するかというのが大きな課題、話題になり

ました。それが認証の問題とか、いろんなやり

方で工夫をしながら行政サービスはそれなりに

整理されてきたと思うのですが、ただここに来

て一番課題なのは、インフラの整備なのかなと

私は思っています。５Ｇとか宮崎の人も期待し

ているのですが、光ファイバーがなければ５Ｇ
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なんかは全然使いものにならないわけで、やは

り地方の格差、ハード的な整備が必要かなと考

えます。

学校には１人１台の端末整備はしていただき

ましたけれども、そのネットワーク環境とか考

えると、やはりこれもインフラの整備が急がれ

ると。使いものにならないと話にならないわけ

で、中央都市部と遅れてきているこの宮崎の光

ファイバーネットワークの人口比率とか、この

改善とかというのはどういうふうにお考えなの

か。まず、インフラの整備についてお伺いした

い。

委員がおっしゃいま○甲斐デジタル推進課長

すように、やはりこの基盤整備というのは非常

に重要であります。

まず、その基盤が整備されていないと、その

上でのいろんなソフトの活用とかというのは進

まないということでございます。

４Ｇにつきましては、まだ100％ではございま

せんが、かなり県内でも整ってきている状況で

ございます。また、５Ｇについては、ようやく

都市部で少し整備が始まってきたという状況か

と考えております。

先日、総務省の方ともお話をしたところでご

ざいますけれども、国としても全国的に整備を

進めていきたいが、民間企業がその一端を担っ

ているということもあり、どういう活用をして

いくのかということを、ぜひ地域のほうから提

案してほしいとも言われております。今年度か

ら九州ブロックでは、九州総合通信局と民間企

業も一緒になって、新たなそういう協議の場も

設けられることになっております。

ぜひ、地方のほうから、このように活用した

いから整備をしてほしいという提案をしてほし

いと言われておりますので、具体的なそういう

使い道と併せて整備ということをしっかり進め

ていかなければいけないと考えております。

もう一つは、県内を見ればインフ○満行委員

ラ整備はそれなりに進めていただくと思うので

すが、デジタルデバイド 情報格差がやはり─

ここまで来ると、どんどん広がってしまってい

るという課題があります。５年、10年、20年経

ち、ある意味、今の化石みたいな人たちが淘汰

されない限りは、なかなか厳しいのかもしれな

いですが、その行政サービスにしろ、もちろん

教育する側も、なかなかこれは厳しい現状なの

かなと思っております。

そのあたりの整備や情報リテラシーも広がっ

て、いかに活用するか、県としても全国に遅れ

ることなくこういった課題についてもしっかり

対応していただきたい。それは、デジタル推進

課で統括されるということなのでしょうか。

当課のほうで担当し○甲斐デジタル推進課長

ていくことになると思っております。

今、市町村周り 一番現場で住民サービス─

を窓口でされる市町村の方々が今どういうこと

でお困りで、どういうふうに考えていらっしゃ

るかという意見を聞き始めているところでござ

います。

やはり、現場に行きますと、そういう地元の

デジタルを担う人材がなかなかいないというお

声が聞こえてきております。我々職員も、直接

出向いてサポートしていきたいと思いますけれ

ども、民間企業の方と契約して一緒に市町村の

支援をするということも、今年度、自治体サポ

ート事業として組んでおります。まずは、そう

いった現場に足を運びながら、お困りごとを具

体的に解決するということをやっていきたいと

思います。

また、住民の方のリテラシーを上げていくこ
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とも非常に重要なことだと考えております。

、 、今 デジタルと少しずれるかもしれませんが

例えばスーパーに行ってもセルフレジがあって

キャッシュレス決済など、営業の一環としてそ

ういう促進をされているところもあったりしま

す。そういうビジネスの方とも一緒に組みなが

ら、少しずつ住民の方にもリテラシーを上げて

いただくようなことを、官民一緒にやっていか

なければいけないのではないかと考えていると

ころでございます。

、○ 原委員 スマート農業が出ましたけれども

新型コロナウイルス感染症が落ち着いていると

、 。きに 北海道岩見沢市へ研修に行ってきました

ここはトラクターも無人で、圃場が広いですか

ら、１台だけじゃなくて、数台一緒に動かそう

ということをやっています。そのほかにも子供

の見守りだとか、教育だとか、ずっとローカル

５Ｇを張り巡らせています。そのトラクターを

まとめて数台動かすということで、当然コント

ロールセンターがあるわけですが、５Ｇじゃな

いといわゆる遅延がありますから、誤動作した

り、おかしいことになるわけで、総合制御しな

いといけません。

それと５Ｇについては、会津若松市がかなり

進んでいるみたいです。それで、この前ある業

者の方と話した際、長崎と大分を除いて福岡、

佐賀、熊本、宮崎、鹿児島の基幹の部分はつな

がったというようなことを言っておりました。

確か、国は2023年度には５Ｇを全国につなぐ

という方針を出しているようですけれど、本県

の場合、この５Ｇは今どの程度まで整備されて

いるのか。具体的に教えてください。

何％というのは○甲斐デジタル推進課長

ちょっとまだ出ていないようです。市町村単位

でいったときに、まだ８つは全くどこも入って

いないそうですが、それ以外のところはどこか

しらが５Ｇが入ってきているという状況でござ

います。

電気で言えば、まず高圧線を張ら○ 原委員

ないといけないわけですよね。道路で言えば高

速道路をまず通して、その後、県道があって市

町村道があるのと同じで。基幹の部分が、今ど

ういう配置になっているのか。業者に図面を見

せてくれないかと言ったのだけれども、残念な

がら見せられないということでした。時間がな

くて、詳しく聞けなかったのですが、一応、５

Ｇがどういう状況になってつながってきている

のかということを、１回把握しておいていただ

いたらどうかなと。今、市町村が８つながって

いないということですから。その先、また、ど

う活用するかということが、我々が調査するべ

きことだったと思います。この場ではもういい

ですが、１回調査していただいてお知らせいた

だくといいかなと。

しっかり情報把握を○甲斐デジタル推進課長

しながら進めていきたいと思います。

それと初歩的なことで、この３ペ○ 原委員

ージのクラウド・バイ・デフォルト これは─

デフォルトという言葉からすると、普通は支払

不能とかそういうことなんだけれど、詳しく教

えてください。

基本、これから情報○甲斐デジタル推進課長

がクラウドにあることを大前提とする、という

ような意味合いでございます。これまで情報と

いうのは、例えば独自でサーバーを設けて、そ

この中でやり取りするということが一般的だっ

たのですが、今はもう基本的には全ての情報を

クラウド上に乗せて、そこでセキュリティーも

しっかりやりながら、そこに情報を見に行くと

いうような仕組みが大前提であると。要は、ど
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こからでも情報にアクセスできるという環境が

できること、そして、高度なセキュリティーが

取れるということ 幾つかのサーバーで情報─

を管理するよりは、いろんなメリットが大きい

ということで、それを大前提としていくという

考え方でございます。

バイ・デフォルトというのはどう○ 原委員

いう意味ですか。

デフォルトというの○甲斐デジタル推進課長

は規定されているというか、ベースとなるとい

うか デフォルトであると言うとき、これが─

最初の設定であるというような、基盤であると

いったニュアンスかと思います。

分かりました。後でまたしっかり○ 原委員

勉強しておきます。

今、いろいろ御説明いただいたの○星原委員

ですが、別添資料３ページの一番下のほうに、

「その他の重点取組事項」ということで４つの

項目が書かれています。現状で、どの程度の進

捗状況であるのか。仮に１から10としたら、１

なのか２なのか。目標を達成するためには、ど

ういう形でやっていこうとしているのか。１つ

言いますと、マイナンバーカードの普及促進と

なっていますが、県内の状況 100％に持って─

行くのが目標なのか、80％程度でもいいと思っ

ているのか。いつ頃までにどういう形で 県─

と市町村の扱う部分、国との関係の部分、予算

、的なものもいろいろ出てくるだろうと思うので

その辺の基本的なことが分かれば、ちょっと説

明いただくとありがたい。

マイナンバーカード○甲斐デジタル推進課長

につきましては、今年度中に一応100％というこ

とで国は言っております。本県の状況は、県全

体で言いますと普及率が55％を超えておりまし

て、全国１位の状況になっております。一番進

んでおります都城市が８割近いところまで来て

おります。一番低いところでも全国平均を少し

下回っているような、40％はちょっと切ってい

るぐらいのところです。

６月からマイナポイント制度が始まります。

保険証の登録と、あと公金を入れる口座の登録

の２つで１万5,000円分のポイント、それから取

得時の5,000円分で、最大２万円分お得になると

いう制度です。そういったことで国も相当力を

入れて、このマイナンバーカードの普及を進め

ていきたいとしております。

実際、あのカードをなくしたらいろんな情報

を抜かれるのではないかと言われていますが、

あれはただの鍵でしかございませんで、データ

は別のところに保管してあります。なので、カ

ードをなくしていきなりデータが抜かれるとい

うことはないのですが、そういったことが十分

に伝わっていないこと、あと、これを使ってど

ういう利便性があるのかということが、まだま

だサービスとして、うまくつくれていないとい

うことがあると思います。特に先行している自

治体は、もういろんなサービスが動き始めてい

ますので、マイナンバーカードを使うとこうい

う便利なことがあるんだという、いろんな事例

をまた全市町村と共有しながら、普及を進めて

いかなければいけないと考えております。

以前は、印鑑証明を取りに役所に○星原委員

行ったら、一部取るのに300円かかりました。た

だ、コンビニに行って取ると150円。確かに、手

帳を持って行ったりいろんなこともなくて、カ

ードでやるだけですから非常に便利だし、金銭

的にも安いなと。150円で済みましたから。そう

いう面がどこまで県民に徹底していけるのか。

我々のような高齢者の場合は、その辺の飲み込

みが悪いので、使い方とか教えてくれるとあり
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がたいと思うのです。

私がこの間、印鑑証明を取るときでも分から

なかったので、コンビニの人に話をしたら、す

ぐに来て教えていただきました。役所に行くよ

りか、こっちのほうが住民票とかを取るのは早

いし、便利だと思ったのです。こういう社会を

実現していくためには、市町村の今の職員体制

で、いろんな対応ができるのかできないのか。

そういうところのカバーの仕方だとか、いろい

ろあるのではないかなと。

国はいろいろ決めて、こうしなさいと下ろし

てくるけれど、実現していくだけの人材がいる

のか。そういう基本的なところがもう少しはっ

きりしてこないと、なかなか進まないのではな

いかと思うのですが、そういうことについては

どういうふうに考えているのですか。

委員がおっしゃいま○甲斐デジタル推進課長

すように、サービスをつくってもそれを住民が

知らなかったり使えなかったりすれば、持ち腐

れになります。規模の大きい自治体は比較的効

率化が図られるところはあるのですが、小さい

自治体だと、そもそもコンビニがなかったり、

あっても役所に行くのとあまり変わらなかった

りします。また、それに経費をかけるのかとい

う問題があったりとか、やはり自治体ごとに事

情は違ってくると思います。そこを我々が市町

村とお話をしながら、一緒に考えていくという

ふうにしたいと思っております。

あと、住民のリテラシーとか情報をお届けす

るということに関しましては、なかなか一気に

は難しいかなと。私の両親を見ていましても、

やはり最初はスマホに慣れるというところだっ

たりとか、写真を自分で撮って、それを眺めら

、 、れるとか そのうち孫とＬＩＮＥをするだとか

。 、だんだんそういうことができてきます この間

ＰａｙＰａｙを設定してあげましたら、コンビ

ニで買物ができるようになってすごく喜んでお

りました。チャージも簡単にできるということ

で、そういった少しずつできることをみんなが

増やしていく それは高齢者に限らないので─

すが、みんなが増やしていく中で、そういう行

政サービスも簡易に受けられるということをど

う広げていくか。例えば自治会だとか消防団だ

とか、いろんな方々のサポートを得ながら、一

緒に地域の課題解決の手段としてデジタルを

使っていくことが必要だと思います。いろんな

自治体がいろんなトライをされていますので、

そういった成功事例をお互いに紹介し合うよう

な役割を、我々としては担っていきたいと考え

ております。

それともう一点。私も、最初、役○星原委員

所まで行ってわざわざ手続するというのが面倒

でしていなかったのです。取ることになったの

は、都城市の場合は５名以上いれば、企業に来

て、そこで取れるように手続してくれるからで

した。だから、マイナンバーカードを作る方法

とか、いろんな工夫をして、宮崎県が100％にな

るためにはどうしたらいいか考えるべきだと思

います。今言われたように、人手が足りない中

、ではなかなかできないところもあるでしょうし

あるいは予算的なものもどうなのかということ

もあると思います。

ただ、今度は保険証もそういうふうになると

いうことで、どの病院でも使えるのかどうなの

か。そういう対応ができる病院とできない病院

があるのではないかと思います。ですから、人

が足りないのか、お金が足りないのか、何が足

りないのか。そういうことも県と市町村との間

で連携をしっかり取らないと、前に進まないの

ではないかなと思うのですが、そういう点につ



- 12 -

令和４年５月16日（月曜日）

いては、何年後までに、ここまでは持って行く

という目標とかはあるのですか。どのように今

後はやっていこうとしているのでしょうか。

やはり先行して普及○甲斐デジタル推進課長

されている都城市、宮崎市は、ある程度仕組み

をつくっています。例えば、宮崎市で言えば、

宮交シティの中に行けば、そこでもう全部の手

続ができるというような仕組みをつくられてい

たりとか、都城市は、職員が出向いて作成する

。というような仕組みをつくられたりしています

あと、窓口にいらっしゃる方は職員ではなく

て会計年度任用職員が対応し、何かトラブルが

あったら職員がサポートに入るというような仕

組みをつくられたりしています。

国においては、そういう普及についての補助

金も用意しておりますが、市町村によっては、

まだ十分活用されていないところがございます

ので そのような提案も含めて 今 個別に回っ、 、 、

ていくということをやっているところでござい

ます。

しっかりやってください。○星原委員

。○ 原委員 ４ページの行政に関して質問です

民間企業では、人事もこのデジタル化で非常に

効率よくやっているというのを本で見ました。

、今ちょっとその会社がどこか思い出せませんが

例えば県庁は、教育委員会、警察を入れると全

部で２万人ぐらいいるわけですよね。そこに適

、 、用して効率的にできることではないかなと 今

素朴な疑問を持ちました。その辺のことは資料

に書いていないようですが、どうでしょうか。

今、人事の簡易なシ○甲斐デジタル推進課長

ステムをパッケージで作っている企業がいろい

ろございます。少しブームではないですけれど

も、やはり各企業、いろいろな給与だとか人事

配置だとか独自でやられていたところを、そう

いうソフトでできるだけ簡素化するということ

が進んでいます。ただ、当然パッケージソフト

なので、ある意味、こちらがそのソフトに合わ

せなければいけないという面がございます。行

政の仕組みというのはかなり独特なものがある

中で、ある程度そういうソフトに合わせて制度

を変えていくというような流れが必要になりま

す。ただ、当然、法令等に合わせてつくられて

いる人事の仕組みでもありますので、どこまで

できるかというのは、担当部局としっかり話し

ながら、やっていきたいと考えております。

この行政というのは、例えば県○ 原委員

が47、市町村となれば1,600、1,700とかあるわ

けですよね。かなりの数です。行政用のシステ

ムの基本形をつくってしまえば、逆に入れやす

いのではないかなという気がするのです。そん

な気がしましたので質問をしたところでした。

御検討いただければと思います。

別添資料の２ページ、国が掲げる○図師委員

このデジタル田園都市国家構想についてです。

宮崎は陸の孤島といわれ、またそれが故にデジ

タルインフラの整備というのは本当に期待する

ところですが、このページにある地域の社会的

課題は、まさに宮崎県に全てが当てはまるとこ

ろです。このデジタル田園都市構想に関して本

県がどうアプローチしていくのかというところ

で、委員会資料の４ページに本県の取組という

のが出ています。このデジタル田園都市構想に

関する具体的な基本方針とか取組内容 恐ら─

く国はモデル都市、モデル地域を指定して最初

予算を動かしてくると思うのですが、そこに手

を挙げる準備をしているのかとか、そのあたり

をちょっと教えてください。

おっしゃるとおり、○甲斐デジタル推進課長

国はある程度モデルをイメージしております。
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先ほど話題に出ました会津若松市、つくば市な

どをモデルにされているようでございます。そ

ういったところは、もう10年以上の年月をかけ

て仕組みをある程度つくっているところを、国

としてはイメージしているということで、なか

なか宮崎ではまだそんな段階には、正直ないの

かなとは思っております。ただ、国も言ってお

りますのが、いきなり全体像を描いて、一気に

やるということではなくて、やはりできるとこ

ろからどんどん進めていくということ 各地─

方の得意分野をしっかりつくっていくことが、

人材の育成ということも含めてできるのではな

いか、という話もちょっと伺ったところでござ

います。

例えば、宮崎は農業分野に関しては、いろい

ろなセンサーだとかそういうデータ解析という

ことは動いています。そういったところで、そ

ういう専門人材が宮崎にもっと集まるような仕

組みをつくるとか、このような得意分野をしっ

かり伸ばしながら、その分野の人材が、他の分

野もカバーしていくというようなことを、少し

ずつ始めていかなければいけないと思っており

ます。

やはり、今後、人の流れをつくるということ

を地域の中でしっかりやらないと、どんどん都

会に集約されてしまうのではないかということ

を、非常に懸念しております。この宮崎の得意

分野をどうつくっていくかということを、いろ

んな部局とも、また市町村とも話をしながらつ

くっていきたいと思っています。

宮崎は高速道路がやっと通り、日○図師委員

豊本線は単線のまま、新幹線がいつ実現するの

かも、何十年先になるか分からない。つまり、

このデジタル田園構想というのは 国からスポッ、

トライトを当てていただきたい内容だと思って

おります。先ほど言った得意分野を伸ばすなら

伸ばすで絞り込みをして、しっかりデジタル交

付金の受皿になるような体制づくりをしていっ

ていただきたいです。

また、人の流れをつくるというところは、や

はり本県の人材だけでは足りないところが多々

あると思いますし、ここにある外国人材も含む

ということがあります。デジタル先進国からの

人材をどんどんこちらに誘致、招致するぐらい

のパイプ作りも併せて、県外の事務所、あとは

インドとかインドネシアとかとも連携を取って

いただきたい。人材確保というのは、本県の若

者の育成というのに予算を割くのももちろん必

要なのですが、即戦力と考えれば、やはりこう

いう方々の受入れというのも、計画的にやって

いかれるべきだとは思っておりますので、ぜひ

頑張ってください。

スマート農業、水産業、林業につ○ 原委員

いても、うたわれているわけですけれど、結局

こういうことを進める上では、民間企業との連

携というのは絶対欠かせないと思います。例え

ばスマート農業については、幾つか大きな会社

があり、クボタとヤンマーは、ずっと前に、平

成19年には自動運転のトラクターを出すと言っ

て、現実にその年に出されています。しかし、

まだなかなか思うように普及しないということ

のようです。いずれにしても、その辺の技術と

いうのは、やはり民間企業というのはその物を

売らないといけないので、いろいろ研究してい

るわけです。だから、昔はコンソーシアムとか

やっておられましたけれども、そのあたりとの

連携も強力に進めていかないといけないのでは

ないかと思います。そのあたりの考えはどうで

すか。

、○甲斐デジタル推進課長 例えば農業であれば
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農政水産部のほうとしっかりと連携しながら、

。やっていかなければいけないと思っております

先ほど北海道の例が出ましたけれども、北海

道でいろんな企業が入っているのは、大規模で

やれるという条件であるからです。日本全国を

見ますと、実はそんなに大きくない田んぼや畑

を持っているところが、大多数ではないかと考

えております。

実際、ある宮崎県内の農業法人さんの方に聞

きますと、そういうロボットトラクターを入れ

てみたけれども、実際は、道路を横断するのに

道路交通法上のいろんな問題があって、自動で

はできなかったりとか、人が乗らなければいけ

ないとかという問題 いろんな法整備との関─

係もあって、入れてはみたものの、実は稼働率

はそんなに高くないという話もありました。宮

崎に合った、そういう技術ということを、一緒

にやってくれる企業があるといいなとは思って

おりますけれども、相手方がそこに魅力を感じ

てもらえるような、こちらの受皿というか、協

力体制というのをつくっていくことが大事だと

思います。しっかり関係部局と話をして進めて

いきたいと思います。

ある企業が そのトラクターを使っ○ 原委員 、

ている北海道の圃場を視察に行かれて、びっく

りされたそうです。大きすぎて使い物にならな

いだろうと。それぞれのやり方があるというこ

とですよね。だから、一律に大きなトラクター

、であればいいということでもないでしょうから

。今おっしゃったようなことに知恵を絞らないと

、なかなかスマート農業と一言では言うけれども

非常に実現は困難なのかなと思います。

ついでながら言わせていただくと、工業の世

界というのは、これはもう絶えず、技術の向上

というのをやってきているわけです。だから、

そういうところも参考にしながら 車でもロ─

ボットが入って、トヨタ方式といわれるものが

進んでいるわけですよね。だから、遅れている

のがこの第１次産業分野ということで、ようや

く今そこに目が向いてきたと理解しています。

我々も情報を集めたいと思っております。よろ

しくお願いします。

先ほどから国とか市町村の連携、○西村委員

大変だと思うのですが、以前、私は、デジタル

庁ができたときに本県から誰か派遣をしないの

、 。かと伺ったとき 派遣はないということでした

確か、今年から１名職員を派遣されていて、も

しかしたらほかの県内市町村からも、それぞれ

何人か派遣しているかと思います。先ほど図師

委員からもあったとおり、国をスパイしろとい

うわけではないのですが、いち早く国の流れを

宮崎県に情報提供し、また何かしらチャンスが

あれば、ほかの自治体よりも早く動いていくと

いうことが非常に大事だと思います。また、都

城市みたいに、全国から逆に脚光を浴びている

自治体も県内にあります。やはり、さらにそこ

に民間企業が乗っかって、もっと民間企業にも

プラスになってくるといった相乗効果が出るよ

うなのを、県が率先してやっていただきたい。

そのためには、先ほどから許可の話とか国の

法規制の話がありますけれど、今デジタル庁の

ほうがいろんなやり取りをしながら、少しずつ

。解除させていく動きをつくっていると思います

そういった中で、本県がデジタル庁からの動き

を早く察して、それに伴って準備を早くしてい

く。そして、マイナンバーカード普及率日本一

の宮崎県がさらにそのメリットを享受して、先

んじてやっていくということが非常にいい循環

になると思うのです。

今、どういう方が私はデジタル庁に派遣され
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ているのか分からないものですから、ただ若い

から行って来いというだけでも駄目だと思いま

すし、１人でいいのかという話もあります。現

。状はどうなのか教えていただきたいと思います

今、県から１人派遣○甲斐デジタル推進課長

昨年度までデジタル推進課の前身でありま─

す情報政策課におりました職員が、デジタル庁

に行っております。その職員とは個別に連絡網

を持っておりまして、常に国の動きというもの

は情報を入れてもらうようにしております。ま

た、我々のほうからも、今、県でこんなことを

考えているけれど、どうだろうかという投げか

けもしているところでございます。

おっしゃるように、国も今、発足以来、かな

り激しく動いておりますので、常に今の状況を

把握しながら、できるだけいろんな制度を我々

、も活用できるものは活用していくということで

進めていきたいと考えております。

ありがとうございます。よろしく○西村委員

お願いします。

ほかに質疑はございませんで○安田委員長

しょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、ないようですのでこ○安田委員長

れで終わりたいと思います。

。執行部の皆様には御退席いただいて結構です

どうもありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前10時59分休憩

午前11時１分再開

それでは、委員会を再開いたし○安田委員長

ます。

それでは、協議事項１の委員会の調査事項に

ついてであります。

お手元に配付の資料１を御覧ください。

当委員会の設置目的につきましては、さきの

臨時会で決議されたところでございますが、１

の調査事項は、本日の初委員会で正式に決定す

ることになっております。

なお、ここに記載の調査事項は、特別会計委

員会の設置を検討する際に、各会派から提案さ

れた調査事項を参考にして記載しております。

調査事項は、今後１年間の活動方針を決める

重要な事項であります。特別委員会の調査活動

は実質６回程度しかありません。有効な提言を

行うためにも十分な御議論をいただきたいと思

います。

それでは、当委員会の調査事項について、ま

た、今後の具体的などのような調査を行ったら

よいかを含め御意見をお願いいたします。意見

はないでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、当委員会の調査事項○安田委員長

、 、は 資料１の２のとおりとしたいと思いますが

御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

次に、協議事項２の委員会の調査活動方針・

計画についてであります。

活動方針（案）につきましては、資料の１の

３に記載してあるとおりであります。

活動計画につきましては、資料２を御覧くだ

さい。議会日程や委員長会議の結果から調査活

動計画（案）を作成しております。

新型コロナウイルス感染症の影響で、特に７

月・８月の県内調査、10月の県外調査につきま

してはこのとおりに開催すべきかどうか検討が

必要かと思っております。
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（ ） 、この調査活動計画 案 を基本としながらも

その都度、委員の皆様には御相談しながら、ま

た、ほかの常任委員会、特別委員会とも調整を

しながら調査活動を進めてまいりたいと考えて

おります。

御意見がありましたらお願いいたします。

例えば、県北地区の調査、８○日髙利夫委員

月９日、10日ですが、国富、綾の地域は、お盆

の時期が少し早くて重なります。皆さんのとこ

ろはどうですか。そういうこともひとつまた考

慮の上、お願いできないものか。

今、御意見がございましたが、○安田委員長

一年間の調査活動計画については、この案を基

本といたしまして、その都度、委員の皆様に御

相談しながら、また、他の委員会とも調整しな

がら実施していくこととしたいと思いますが、

御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○安田委員長

します。

それでは、協議事項３、県内調査についてで

あります。

再び資料２を御覧ください。７月26日から27

日で県南調査、８月９日から10日で県北調査と

。 、なっております 先ほど申し上げましたとおり

このとおり実施できるかどうかは状況を見てい

く必要があります。仮に、このとおり実施され

ますと相手先との調整の時間があまりないこと

から、現時点での、委員の皆様の調査先の希望

について御意見を聞かせていただきたいと思い

ます。

先ほど協議いただきました調査事項を踏まえ

まして、県北調査、県南調査の調査先につきま

して御意見等がございましたらお願いいたしま

す。

委員会でも話題になっていました○ 原委員

が、都城市の取組状況について視察ができれば

いいと思いますのでよろしくお願いします。

ただいまの御意見を参考にさせ○安田委員長

ていただき、準備を進めていただきたいと思い

ますが、具体的な調査先につきましては正副委

員長に御一任いただいてよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのような形で進め○安田委員長

させていただきます。

次に、協議事項４の次回の委員会についてで

あります。

先ほど協議いたしました調査事項を踏まえま

して、次回の委員会における執行部の説明内容

などについて、何か御意見等がございましたら

お願いいたします。

教育現場のＩＣＴについて、国策○満行委員

でパソコンとか端末は入れたものの 先ほど言っ、

たように学校に光ファイバーが入っていなかっ

たりする状況がまだあるようなので、そういっ

たことをお聞きできればいいなと。それは教育

委員会ではどうにもならない部分もありますか

ら、それはまた知事部局と意見交換するなり、

そういう段取りをしていただければ、ありがた

いと思っています。

ありがとうございます。ただい○安田委員長

まの満行委員の御意見などを参考にさせていた

だきまして、教育現場のＩＣＴの取組状況につ

いて調査したいと思います。具体的な内容につ

きましては正副委員長に御一任いただいてよろ

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのような形で準備○安田委員長

させていただきたいと存じます。

最後になりますが、協議事項５のその他でご
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ざいますが、委員の皆様から何かございません

でしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

次回の委員会は６月定例会中の○安田委員長

６月24日金曜日、午前10時からを予定しており

ますのでよろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時９分閉会





署 名

デジタル化推進対策特別委員会委員長 安 田 厚 生




